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「大阪ものづくり企業における金属３Dプリンタの活用状況と
技術支援の方向性」に関する調査

○本調査でわかったこと
· 大阪府内の金属関連製造業では29社（465社のうち6.2%）が金属AM技術＊を活用している
（金属３Dプリンタの保有企業数は６社（1.3％）、導入予定ありが８社（1.7％））
· 活用効果としては、「複雑形状の機能が付与できる」と「製作期間の短縮」が最多である
· 経営課題としては、「装置が高価である」が最も多く、次いで「扱える技術者がいない」、「採算面で有効に活用できない」である
· 要望としては、「補助金制度」が最多、「オペレーター養成研修」、「加工ノウハウの指導」に対する要望も多い
· 地方独立行政法人大阪産業技術研究所和泉センター（以下、大阪技術研和泉センター）の金属３Dプリンタ保有の認知度は15.1%、「知らない」が約8割
· 大阪技術研和泉センターが今後取り組むべき事業として、「高度設計人材の育成と輩出」と分析できる
＊ＡＭとは：Additive Manufacturingの略称で、足していく加工法、つまり「付加加工」のことを指し、３Dプリンタによる工法である。

○調査の背景と特徴
背景
府内製造業において金属３Ｄプリンタを保有・活用している実態は明らかになっていない。そうした中、大阪技術研和泉センターでは令和3年に「３Ｄ造形技術イノベーションセンター」を設置し重点的に事業を進めている。そのため、保有・活用実態を明らかにし、今後の支援事業の方向性を検討する必要性が増していた。
特徴
大阪府内の金属関連製造業に対して、金属ＡＭ技術の活用状況等について「初の実態調査」
調査時期：2021年8月中旬
調査対象：金属関連製造業で、従業者数が20 人以上の2,322社
調査方法：郵送自記式アンケート調査、訪問調査による
返信回答数：465社（回答割合20.0％）
○調査結果のポイント
	金属３Dプリンタの活用について、「活用している」企業が全回答企業の6.2％


図表1　金属３Dプリンタの活用

・金属３Dプリンタを「活用している」企業が29社で、全回答企業の6.2%にあたる。
・「活用している」と回答した企業のうち20.7％にあたる6社が金属３Dプリンタを「保有」し、「保有していないが導入予定あり」との回答企業は8社（同27.6％）である。





	活用効果としては、「複雑形状の機能が付与できる」と「製作期間の短縮」が多い


図表２　　活用効果（複数回答）
社

・AM技術を実際に活用した企業では、これまで不可能であった複雑形状や機能を工作物に付与することが可能となるなど大きなイノベーションを発揮できている。また、製作期間の短縮も実現可能となる。











	金属AM技術の活用における問題点としては、「装置が高価である」が最多、次いで「扱える技術者がいない」、「採算面で有効に活用できない」である


図表３　　金属AM技術の活用における問題点（複数回答）
社

・「装置が高価である」ことについては装置の普及による購入コスト低下などに期待するほかないが、「扱える技術者がいない」については公設試や支援団体が対応可能な事項である。

	導入・活用における支援への要望としては、「補助金制度」が最多、次いで「オペレーター養成研修」、「加工ノウハウの指導」が求められている


図表４　導入・活用における支援体制への要望（複数回答）
社

・「補助金制度」は国のものづくり補助金等で対応中である。「オペレーター養成研修」は大阪技術研和泉センターでの急を要する課題として認識されている。
	大阪技術研和泉センターの金属３Dプリンタ保有の認知度は15.1% 


図表５　 金属３Dプリンタ保有についての認知度
・大阪技術研和泉センターが金属３Dプリンタを保有していることを認知している企業は15.1％で、「知らない」が約8割を占める。
・今後認知度の向上を図っていく必要がある。
	技術研和泉センターではイノベーション支援、特に高度人材育成事業の実施が必要


図表６  活用における問題点と支援等の要望　（資料から一部抜粋）
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・設計と解析、加えてデザインも行えるマルチな技術者の養成により、コンカレント（同時進行）な開発が可能となり、その結果短期間で、これまでにないクリエイティブな開発を期待できる。よって、技術研和泉センターにおいて高度人材育成事業の取組が急務である。
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知っている	知らない	無回答	70	367	28	知っている	知らない	無回答	0.15053763440860216	0.78924731182795704	6.0215053763440864E-2	
回答数	
活用している　  　   　　　  　	活用検討したが、止めた	活用検討していない	無回答	29	49	370	17	割合	活用している　  　   　　　  　	活用検討したが、止めた	活用検討していない	無回答	6.236559139784946E-2	0.10537634408602151	0.79569892473118276	3.6559139784946237E-2	
回答数	
複雑形状の機能が付与できる	製作期間の短縮	コスト削減	造形の提案力向上	多品種少量生産が容易に	手直し、失敗が減少	営業力の向上	その他	開発情報の共有進む	意思決定の迅速化	設計データの秘匿保持	17	15	8	8	7	3	3	3	2	1	0	


回答数	
装置が高価である	扱える技術者がいない	採算面で有効に活用できない	材料が高価である	既存技術（除去加工、変形加工）となじまない	技術対象領域が異なる	材料の制限で使いにくい	3Dデータの作成が困難	メンテナンスが高価である	精度が低い	活用への研修体制がない	積層段差を解消する手間がかかる	特に問題はない	サポート体制が不安	その他	225	164	144	108	93	93	84	74	70	67	51	43	32	29	12	


回答数	
補助金制度	オペレーター養成研修	加工ノウハウの指導	手軽にできる出力サービス	導入時の方式等アドバイス	経営支援	情報交換・勉強会の運営	造形物の評価試験	機器レンタル制度	3Dデータ作成代行	材料試験	融資制度	知的財産権の相談	その他	173	117	114	84	77	73	61	59	56	43	42	25	12	3	


